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1.はじめに 
 現在、地中構造物の液状化による浮上がりに対する安定性は、浮き上がり安全率 1)により判定されている。し
かし、著者らは、浮上がり安全率による判定法をそのまま大規模地震動に対して適用すると、安全側の結果を与
えることを報告してきている 2)。本研究では、文献 3),4)に引き続き、地中構造物の浮上がりに関する動的遠心模
型実験結果をもとに簡易浮上がり変位量予測手法の検討を行った。 
2.検討対象 
表 1に検討対象とした遠心模型実
験の実験概要を、図 1に模型断面図
の例を示す。実験に用いた模型は、
主に豊浦砂で作製した地盤の中にア
クリル製の共同溝模型を埋設したも
のである。遠心模型実験では、実物
の 1/50を想定し、50Gの遠心力場で水平加振を行った。実験では、
ケースにより地中構造物の模型形状、幅、地盤材料、地盤の相対密
度、地下水位、液状化層厚、土被り厚、および加振条件等を変化さ
せて、合計 33 ケース実施している。実験の詳細については文献
3),4),5)を参照されたい。図 2に、遠心模型実験の結果の一例として
地盤の相対密度と加振加速度を変化させたケースの加振加速度と最
終浮上がり量の関係を示す。加振加速度が大きくなるほど浮上がり
量は大きくなり、同じ加振加速度では地盤の相対密度が高いほど浮
上がり量は小さくなる。 
3.簡易浮上がり予測手法の検討 
著者らは、浮上がりに対する地盤の抵抗を浮上がり速度に比例す
るものとして定式化した浮上がり予測手法を検討している 5),6)。地中構造物
が浮き上がる際、地中構造物には地中構造物と上載土の自重、浮力、およ
び浮上がり速度に比例した抵抗が作用すると仮定すると、鉛直方向の運動
方程式は次のように表される（図 3参照）。 
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ここに、x：浮上がり変位、C：液状化した土の浮上がり速度に比例する単
位奥行きあたりの抵抗を表す定数、Ｍ：地中構造物および上載土の単位奥
行きあたりの質量、ρt：地下水位以上の土の密度、ρsat：砂の飽和密度、h
ｗ：地下水位、h0：地中構造物の底面深さ、b：地中構造物の幅、ｇ：重力
加速度。 
ここで、浮上がり速度の変化は小さいため左辺第一項の慣性項を無視し、
これを初期条件 t=0、x=0のもとで解くと、次のようになる。 
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地盤抵抗係数Ｃ以外の定数は実験条件から求まるため、これを実験結果の
浮上がり変位の時刻歴にフィッティングさせることにより、Ｃを逆算した。 
 図 4(a)～(c)に、上記のように逆算した抵抗係数Cと、地盤の相対密度、模型幅 bと模型下の液状化層厚 hbの比
（b/hb）および地盤密度ρsatと模型密度ρmの比(ρsat/ρm)との関係をそれぞれ示す。これらより、抵抗係数 Cは、
加振加速度が小さいほど、相対密度が高いほど大きいことがわかる。また、模型幅 bと模型下の液状化層厚 hbの
比（b/hb)が大きいほど、Cは大きくなっている。さらに、(ρsat/ρm)が小さいほどCは小さいことがわかる。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
ｷｰﾜｰﾄﾞ：液状化, 地中構造物，浮上がり 
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表１ 遠心模型実験の概要（重力場換算） 
地中構造物模型 加振条件
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図１ 遠心実験模型の概要 
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図 2 加振加速度と浮上がり量の関係 
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図 3 記号の定義 
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 次に、抵抗係数Cが地盤の相対密度、加振加速度、（b/hb）および
(ρsat/ρm)と相関が高いことから、次の式で表されると仮定し、実験
値にフィッティングさせることにより係数 c0,α,β,γ,εを求めた。 

εγβα ρρ Lmsatb FRhbcC ⋅⋅⋅⋅= )/()/(0             (3) 
ここに、c0:係数(t/ms)、R：動的せん断強度比、FL：液状化に対する
抵抗率。なお、フィッティングさせた結果は図 4に示したとおりで
あり、次の式のようになる。 

Lmsatb FRhbC ⋅⋅⋅⋅= 5.05.1 )/()/(18000)ms/t( ρρ           (4) 
式(4)により各ケースの抵抗係数Cを求め、これを式(2)に代入する
ことにより各ケースの加振終了時の浮上がり量を求めた。ここで、
動的せん断強度比 Rは、豊浦砂の繰返し三軸試験結果を用いて推定
した繰返し三軸強度比に道路橋示方書 7)で定められている地震動特
性による補正係数 cWを乗ずることにより求めた。この際、正弦波加
振および釧路波加振のケースはタイプⅠの地震動、神戸波および八
戸波のケースはタイプⅡの地震動とした。FLは、上記の Rと、加振
加速度から推定した地盤に作用するせん断応力比から求めた。また、
t として、実験において過剰間隙水圧比が 1 となってから加振終了
までの液状化後の地震動継続時間を用いた。図 5に浮上がり量の実
験値と式(2)による予測値を比較した結果を示す。(a)は正弦波加振の
ケースで加振加速度と浮上がり量の関係を、(b)は不規則波加振のケ
ースについて相対密度と浮上がり量の関係を、(c)は全ケースについ
て予測値と実験値の比較を、それぞれ示している。これより、不規
則波加振のケースでは、予測値は実験値より大きめになるが、概ね
実験値と整合している。 
4. まとめ 
動的遠心模型実験結果を対象に、浮上がりに対する地盤の抵抗を
浮上がり速度に比例するものとして定式化した簡易浮上がり変位量
予測手法の検討を行った。浮上がり速度に比例する地盤の抵抗係数
を、液状化に対する抵抗率、動的せん断強度比、模型幅 b、模型下
の液状化層厚 hb、模型密度および地盤密度の関数として与えた提案
式により、実験による浮上がり量を概ね予測することができた。今
後の課題として、地震動の不規則性の影響および液状化後の継続時
間の評価法等を検討し、浮上がり予測手法として提案する事があげ
られる。 
＜参考文献＞1) (社)日本道路協会：共同溝設計指針, 1986. 2) 佐々木哲也，松尾修，近

藤浩市：地中構造物の浮上がり安定性評価法の適用性に関する検討，第 33 回地盤工学研究発表会，pp.871-872，1998. 3)佐々木哲也, 松尾修：地中構

造物の浮上がり安定性評価法の適用性に関する検討, 第 36回地盤工学研究発表会, pp.1995-1996, 2001. 4) 佐々木哲也、田村敬一：地中構造物の浮上が

り予測手法の検討、第 35回地盤工学研究発表会，2002（投稿中）. 5) 近藤浩市，佐々木哲也，松尾修：共同溝の浮上がりに関する動的遠心模型実験，

第 33回地盤工学研究発表会，pp.873-874，1998. 6)田本修一，佐々木哲也，松尾修：共同溝の浮き上がりに関する動的遠心模型実験（その２）, 第 34

回地盤工学研究発表会, pp. 2057-2058, 1999. 7) (社)日本道路協会：道路橋示方書Ⅴ耐震設計編, 2002. 
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(a)正弦波加振             (b)不規則波加振             (c)全ケース 

図 5  浮上がり量の実験値と予測値の比較 
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 (a)地盤の相対密度とCの関係 

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

0 2 4 6

b /h b

抵
抗
係
数

C
(t

/
m

s)

b=5m,hl=10m,ht=2.5m,hb=6.25m

b=5m,hl=7.5m,ht=0m,hb=3.75m

b=5m,hl=12.5m,ht=2.5m,hb=6.25m

b=5m,hl=7.5m,ht=2.5m,hb=1.25m

b=5m,hl=12.5m,ht=5m,hb=3.75m

b=10m,hl=10m,ht=2.5m,hb=3.75m

b=2.5m,hl=10m,ht=2.5m,hb=5m

円形φ=10m,hl=10m,ht=2.5m,hb=3.75m

Dr=50～54%, a0=300-430gal

C (t/ms )=c 2(t/ms )×(b /h b )1 .5

 
  (b) b/hbとCの関係 
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  図 4 抵抗係数C 

土木学会第57回年次学術講演会（平成14年9月）

-1082-

III-541


